
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業一覧

分類 ： 市・・・市民生活支援　　事・・・事業者支援
活用枠 ： 推・・・推奨事業メニュー分　　低・・・低所得世帯支援枠　　給・・・給付金・定額減税一体支援枠 (千円)

番号 年度 予算化 分類 活用枠 事業名 担当課 概要 予算額

12 R6 1月補正 市 低
令和６年度桜井市非課税世帯支援給付金（子ども加算
含む）

社会福祉課
物価高騰の負担感が大きい低所得の方々を引き続き支援するため、令和６年度分の個人住民税均等割非課税世帯（被扶養者のみの世帯を含
まない）に対し、一世帯当たり３万円を給付する。また、当該世帯に扶養されている18歳以下の児童がいる場合は、児童一人当たり２万円を給
付する。

278,773

13 R7 市 給 定額減税を補足する調整給付事業（不足額給付） 税務課
令和６年度に実施した令和６年分所得税に係る定額減税調整給付金の支給について、扶養人数の追加や所得の減少等といった、推計値で
あった算出額が令和6年分確定申告に基づき修正されることによる給付不足が判明した場合、令和７年度に当該不足分を追加で支給する。

225,810

14 R7 事 推
桜井市私立保育施設等物価高騰対策支援事業（保育
所）（臨時）

保育教育課 市内保育施設等運営事業者に対して、物価高騰の影響が大きい給食の賄材料費の高騰分の支援を行う。 13,523

15 R7 事 推
桜井市私立保育施設等物価高騰対策支援事業（幼稚
園）（臨時）

保育教育課 市内保育施設等運営事業者に対して、物価高騰の影響が大きい給食の賄材料費の高騰分の支援を行う。 994

16 R7 市 推 指定収集袋（家庭用可燃）無償配布事業（臨時） 環境総務課
本来有償の指定収集袋を市内の全世帯に無償で配布する。
配布する指定収集袋は、家庭用可燃ごみ用の取っ手付き型とし、大型（45L）１組10枚及び中型（30L）２組20枚（計1,100円相当）とする。

43,500

17 R7 市 推 就学援助費　臨時給付金支給（小学校）（臨時） 学校教育課
物価上昇による経済的な影響が桜井市在住の小学校の児童の家庭にも強く出ていることから、準要保護児童の家庭に対して臨時給付金として
5,000円の支給を行う。

1,670

18 R7 市 推 就学援助費　臨時給付金支給（中学校）（臨時） 学校教育課
物価上昇による経済的な影響が桜井市在住の中学校の生徒の家庭にも強く出ていることから、準要保護生徒の家庭に対して臨時給付金として
5,000円の支給を行う。

1,175

19 R7 市 推
食料品等の価格高騰に伴う給食費の保護者負担の軽減
事業（臨時）

学校教育課
物価上昇による経済的な影響が桜井市在住の小・中学校の児童生徒の家庭にも強く出ていることから、市立小中学校に通う児童生徒の家庭お
よび私立小中学校、特別支援学校等に通う児童生徒の家庭に３か月分（令和７年４月～６月）の給食費を補助することで、保護者の経済的負担
の軽減を図る。

55,778

20 R7 9月補正 市 推
食料品等の価格高騰に伴う給食費の保護者負担の軽減
事業（臨時）【国R6補正分】,【国R7予備費分】

学校教育課
物価上昇による経済的な影響が桜井市在住の小・中学校の児童生徒の家庭にも強く出ていることから、市立小中学校に通う児童生徒の家庭お
よび私立小中学校、特別支援学校等に通う児童生徒の家庭に４か月分（令和７年10月～令和８年１月）の給食費を補助することで、保護者の経
済的負担の軽減を図る。

70,155

22 R7 市 推
市内事業者・生活者支援のための「さくらい応援クーポン
2026」配布事業

商工振興課 物価高騰の影響を受けている桜井市民に対し、1人あたり10,000円のクーポン券を配布し、生活者・市内事業者への支援を行う。 569,801

23 R7 市 推
食料品等の価格高騰に伴う給食費の保護者負担の軽減
事業（臨時）【国R7補正分】

学校教育課
物価上昇による経済的な影響が桜井市在住の小・中学校の児童生徒の家庭にも強く出ていることから、市立小中学校に通う児童生徒の家庭お
よび私立小中学校、特別支援学校等に通う児童生徒の家庭に２か月分（令和８年２月～３月）の給食費を補助することで、保護者の経済的負担
の軽減を図る。

35,023

24 R7 事 推
桜井市私立保育施設等物価高騰対策支援事業（保育
所）（臨時）【国R7補正分】

保育教育課 市内保育施設等運営事業者に対して、物価高騰の影響が大きい給食の賄材料費の高騰分の支援を行う。 20,386

25 R7 事 推
桜井市私立保育施設等物価高騰対策支援事業（幼稚
園）（臨時）【国R7補正分】

保育教育課 市内保育施設等運営事業者に対して、物価高騰の影響が大きい給食の賄材料費の高騰分の支援を行う。 1,431

当初

1月補正


